
江東区インターンシップ事業補助金交付要綱 

平成１６年５月２７日 

１６江区経第６７号 

（趣旨） 

第１条 この要綱は、江東区インターンシップ事業実施要綱（平成１６年５月

２７日付１６江区経第６６号。以下「実施要綱」という。）に基づき実習生

の受入れを行った中小企業の事業所に対し、当該受入れに要した費用を補助

することについて、必要な事項を定めるものとする。 

（用語） 

第２条 この要綱において使用する用語の意義は、実施要綱において使用する

用語の例による。 

（補助対象者） 

第３条 補助対象者は、実施要綱第３条の規定による登録を受け、実習生の受

入れを行った事業所とする。 

（補助対象事業） 

第４条 補助対象事業は、実施要綱の規定に基づき、実習生の受入れを行う事

業とする。ただし、第６条の交付申請の日の属する年度以前の年度において

実施されたものは対象としない。 

（補助金の額） 

第５条 補助金の額は、別表に定めるとおりとし、予算の範囲内で交付する。 

（交付申請） 

第６条 補助金の交付を受けようとする事業所（以下「申請事業所」という。）

は、当該事業の終了後、速やかに、江東区インターンシップ事業補助金交付

申請書（別記第１号様式）により区長に申請するものとする。 

（交付決定） 

第７条 区長は、前条の規定による申請があったときは、その内容を審査し、

適当と認めるものについては江東区インターンシップ事業補助金交付決定通

知書（別記第２号様式）により、不適当と認めるものについては江東区イン

ターンシップ事業補助金交付申請却下通知書（別記第３号様式）により申請

事業所に通知する。 



２ 区長は、前項の交付決定に際し、必要に応じて条件を付することができる。 

（補助金の請求） 

第８条 前条の規定により交付決定を受けた事業所（以下「補助事業所」とい

う。）は、江東区インターンシップ事業補助金交付請求書（別記第４号様式）

により区長に補助金を請求するものとする。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の請求を受けたときは、当該補助事業所

に対し、速やかに当該補助金を支払う。 

（交付決定の取消し） 

第９条 区長は、補助事業所が次の各号のいずれかに該当するときは、当該補

助対象事業に係る補助金の交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けたとき。 

(2) 要綱、法令又は補助金の交付決定に付した条件に違反したとき。 

(3) 実施要綱第５条の規定により登録を取り消されたとき。 

２ 区長は、前項の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り消した

場合は、速やかに、江東区インターンシップ事業補助金交付決定取消通知書

（別記第５号様式）により補助事業所に通知する。 

（補助金の返還） 

第１０条 区長は、前条の規定により補助金の交付決定の全部又は一部を取り

消した場合において、当該取消しに係る部分に関し、既に補助金を交付して

いるときは、期限を定めてその返還を命じなければならない。 

２ 前項の規定による補助金の返還に係る違約加算金及び延滞金の取扱いにつ

いては、江東区補助金等交付事務規則（平成２０年３月江東区規則第２４号）

の定めるところによる。 

（委任） 

第１１条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関し必要な事項は、

地域振興部長が別に定める。 

附 則 

この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

附 則 

この規程は、平成２９年４月１日から施行する。 



附 則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

別表（第５条関係） 

区分 基準額 限度額 

高等学校等の学生の受入

れに係るもの 

学生１人の受入れにつ

き、７，０００円に当該

学生の受入れ日数を乗じ

て得た額 

学生１人当たりの額は

３０，０００円、合計

額は６０，０００円を

限度とする。 

大学等の学生の受入れに

係るもの 

学生１人の受入れにつ

き、５，０００円に当該

学生の受入れ日数を乗じ

て得た額 

こうとう若者・女性しご

とセンターの利用者の受

入れに係るもの 

利用者１人の受入れにつ

き、５，０００円に当該

利用者の受入れ日数を乗

じて得た額 

利用者１人当たりの額

は３０，０００円、合

計額は６０，０００円

を限度とする。 

備考 

１ この表において高等学校等とは、学校教育法（昭和２２年法律第２６

号）第１条に定める高等学校（中等教育学校の後期課程を含む。）若し

くは高等専門学校又は同法第１２４条に定める専修学校（同法第１２５

条第１項に規定する高等課程に限る。）をいう。 

２ この表において大学等とは、学校教育法第１条に定める大学又は同法

第１２４条に定める専修学校（同法第１２５条第１項に規定する専門課

程に限る。）をいう。 











 


